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 歯科医療は外来診療が中心となっており、患者の年齢別歯科受療率は 70 歳から 74 歳を

上限とし、この年齢以降は急速に低下するという状況になっています。そのため、訪問診

療など新たな医業収入確保への取り組みが求められています。厚生労働省も在宅診療への

シフトに力を入れていますが、在宅医療実施歯科診療所は 18.2％にとどまっており、まだ

まだ進んでいないのが現状です。 

 実施件数では、在宅医療サービス実施診療所１箇所当たりの訪問歯科診療は、全国平均

で１ヶ月間に 12.6件です。現状では、約 20％の歯科診療所が毎月平均 12件強の訪問診療

を行っています。この実施件数は、全要介護高齢者を対象とした月１回の定期的管理を中

心とした在宅歯科医療サービスを想定した場合、充足率が 3.6％にしかなっていません。 

 今後は、歯科訪問診療への取り組みが歯科医院経営のポイントになります。 

 

 

 

 居宅において歯科訪問診療を提供している歯科診療所の割合は、微増傾向にあります。

施設において歯科訪問診療を実施している歯科診療所は、調査を重ねるごとに増加してお

り、居宅で歯科訪問診療医療を提供している歯科診療所よりも多くなっています。 

 歯科診療所１か所当たりの歯科訪問診療の実施件数（各年９月分）は、調査を重ねるご

とに増加しており、特に施設での増加が顕著となっています。 

 

■歯科訪問診療の実施状況 

 

※平成 23年は宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県の全域を除いて算出

歯科訪問診療の実施状況 

１│歯科訪問診療の実施状況     
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２│在宅医療の推進     
 

 

 平成 30年の診療報酬改定では、地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化・

連携の推進という観点から歯科訪問診療料の見直しとともに、歯科口腔機能管理を推進す

る内容となりました。 

 

■在宅歯科医療の推進 

 

 平成 30年 10月において、歯科訪問診療料を算定した 15,052件の医療機関のうち、歯科

訪問診療１のみを算定している医療機関は 7,487 件（49.7％）でした。一方、歯科訪問診

療１の算定がない医療機関は 1,292件（8.6％）となっています。 

 

■歯科訪問診療を実施している医療機関数 

 

３│歯科訪問診療を実施している医療機関数     
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 在宅療養支援歯科診療所以外の歯科診療所では、「直近 1年間に歯科訪問診療等を実施し

ていない」が 31.1％、「これまでに歯科訪問診療を実施したことがない」が 29.9％でした。 

 また、歯科訪問診療等を実施していない理由は、「人手または歯科訪問診療に当てる時間

が確保できないから」が 57.9％、「歯科訪問診療を実施するために必要な機器・機材がな

いから」が 43.3％、「歯科訪問診療の依頼がないから（ニーズがあれば対応は可能）」が

40.5％という結果を示しています。 

 

■歯科訪問診療の実施状況 

 

４│歯科訪問診療の実施状況等     
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 政府は、加速する高齢社会に併せて増大する医療、介護費の対策として揚げた「健康・

介護・医療等分野に係る基本的施策」において、医療保険・介護保険制度の持続のために

様々な施策を発表しています。 

 歯科医療も、その方針に合わせて厚生労働省から「在宅歯科医療への推進」が発表され、

取り組みが進んでいます。 

 

 

 在宅歯科診療を行っていて在宅患者を多く集めている歯科診療所には、大きく２つの特

徴があります。 

 昼休みや短い時間で訪問診療をしている歯科診療所よりも、訪問歯科診療を中心に行っ

ている歯科診療所の方に在宅患者が集まっています。在宅医療では、患者ニーズが歯科医

療だけでなく、在宅看護という視点での診療を求めていると思われます。 

 

■在宅患者ニーズに合わせた訪問歯科医療の診療体制 

●訪問歯科チームを結成し、常時訪問歯科診療を行う 

●複数の歯科医師による訪問歯科体制の構築 

●施設の他、在宅（自宅）への訪問歯科診療を行う 

●地域の介護施設との連携及び情報の共有化 

●地域包括センターとの連携及び情報の共有化 

●病院等と連携し、入院患者の口腔ケアを行い、退院患者への訪問歯科医療を行う 

●介護施設からの退所者である在宅（自宅）患者への訪問歯科医療を行う 

 

 

 歯科訪問診療の周知方法には、「診療室や待合室、受付・会計窓口などの歯科診療所内に

ポスターを掲示する」「ホームページで告知する」「介護関係機関等へリーフレット等を置

かせてもらう」が挙げられます。その他、「地区歯科医師会支部へ働きかける」「地区のケ

アマネージャー等に紹介依頼を行う」等といった活動も必要です。 

 歯科訪問診療のきっかけは来院患者からの紹介（同居家族や知人友人への口コミ）が最

も多いことから、まずは医院内での認知活動が重要です。

２│歯科訪問診療の周知方法     
 

１│歯科訪問診療時に必要な診療体制     
 

歯科訪問診療への取り組み 
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■歯科訪問診療の周知方法 

 

 

 

 在宅歯科診療には、訪問診療用に特別な医療機器等が必要です。ポータブルのユニット

や X線装置、タービン・エンジン等多種あります。 

 

■在宅歯科診療用の医療機器 

●パルスオキシメータ 

●血圧計 

●ポータブルタービン 

●吸引器 

●ポータブルレントゲン 

●携帯型デンタルユニット 

●ポータブルエンジン 

●光ＣＲ重合器 

●聴診器 

●ミラー 

●スケーラー 

●エクスプローラ（プローブ） 

●エクスカベーター 

など 

 

 

 歯科訪問診療を行うにあたり、他の医療機関との連携は必須です。歯科訪問診療の患者

は医科の訪問診療も受診しているケースが多く、どのような急変にも対応できる体制づく

りが必要です。また、医療機関同士の連携から紹介もあるため、ただ連携するのではなく、

情報の共有化を含めた医療機関との担当窓口や上部とのコミュニケーションを綿密に行う

ことが求められます。 

 連携先としては、「一般診療所」「病院」、次いで「他の歯科診療所」が挙げられます。

４│他の医療機関との連携     
 

３│歯科訪問診療に必要な医療機器     
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■他の医療機関との連携状況 

 

 

 令和元年 10月の診療報酬改定において、歯科訪問診療に関する点数が同一建物に居住す

る患者数及び患者 1人につき診療に要した時間について、評価の見直しが行われました。 

 

■歯科訪問診療料の評価の見直し 

 

５│歯科訪問診療料の評価の見直し     
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 2025 年には、国民の約５人に１人（18.1％）を 75 歳以上の後期高齢者が占めると予測

されています 

 後期高齢者の歯科治療の需要が、う蝕に対する形態回復から摂食嚥下障害への対応など

口腔機能の維持・回復へと変化していくことや、高齢化が進行することにより、在宅患者

への診療も増加することが予測できます。 

 そのために必要な医科医療機関や地域包括支援センター等との連携を図り、在宅または

介護施設等における療養を歯科医療面から支援するのが在宅療養支援歯科診療所です。 

 

 

 令和２年４月に予定される診療報酬の改定においても、前回の改定の基本方針をより強

化・推進するという方向性が示されています。 

 地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進がうたわれ、在宅支

援歯科診療所の役割を明確化するとともに機能の充実をより促進するとされています。 

 

■在宅療養支援歯科診療所の役割 

 

１│在宅療養支援歯科診療所の見直し     
 
 

在宅療養支援歯科診療所の概要 
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 在宅療養支援歯科診療所の届出数は年々増加していて、平成 30年の調査では、在宅療養

支援歯科診療所１の診療所数は 10,655件、在宅療養支援歯科診療所２の診療所数は 606件

となっています。 

 

■在宅療養支援歯科診療所の届出医療機関数の推移 

 

保険局医療課調べ（7月 1日時点定例報告） 

 

 在宅療養支援歯科診療所は、地方厚生局に届け出て認可される医療機関の施設基準の一

つです。自宅で療養する方が医療サービスを受けるにあたり、医師や病院を探したり様々

な事業者と連絡を取り合ったりしなくてすむように、かかりつけ歯科医として一元的に療

養管理する責任を負うのが、在宅療養支援歯科診療所の役割です。 

 

■在宅療養支援歯科診療所の基準（抜粋） 

３│在宅療養支援歯科診療所の基準     
 

２│在宅療養支援歯科診療所の届出数の推移     
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 「在宅療養支援歯科診療

所１」の届出を行っていな

い理由について、「栄養サ

ポートチーム等連携加算

等の算定実績が不足して

いるため」が 63.8％と最も

多く、次いで「過去１年間

に実施した歯科訪問診療

の算定件数」が 39.3％、「地

域における多職種連携に

係る会議への出席等の連

携実績」が 38.0％という結

果が示されています。 

 この課題の克服が、歯科

訪問診療への取り組み増

加を図るポイントになり

ます。 

 

 

 近年では、介護施設に対して歯科訪問診療を実施している歯科診療所は、居宅で歯科訪

問診療医療を提供している歯科診療所を上回っています。 

 歯科訪問診療料の算定回数は全体的に増加傾向にあり、特に歯科訪問診療２及び３の割

合が多くなっています。 

 平成 30 年度診療報酬改定において在宅療養支援歯科診療所の施設基準の見直しが行な

われ、令和２年３月 31日までは経過措置期間となっています。 

 

■課題における論点 

●患者のニーズにあわせた歯科訪問診療を推進するために、近年における診療報酬改定の内容を 

踏まえ、どのような対応が考えられるか。 

●在宅等療養患者の口腔機能の維持向上を推進するために、どのような対応が考えられるか。 

５│在宅歯科医療における現状及び課題     
 
 
 
 

４│在宅療養支援歯科診療所の未届けの理由     
 
 
 
 

■在宅療養支援歯科診療所の未届け理由 
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 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所とは、決められた基準を満たすことで厚生労働

省から認可を受けた地域完結型医療推進を行う歯科医療機関のことをいいます。 

 高齢化社会の進展や、歯科疾患罹患状況の変化に伴い、歯の形態の回復を主体としたこ

れまでの「治療中心型」の歯科治療だけではなく、全身的な疾患の状況などもふまえ、医

療や介護等の関係機関と連携しつつ患者個々の状態に応じた口腔機能の維持・回復（獲得）

をめざす「治療・管理・連携型」の歯科診療の必要性が増すと予想されています。 

 今後の患者層の将来像から、生涯を通じた歯科疾患の重症化を予防するため、平成 28年

度診療報酬改定で新設されたのが「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」です。 

 

 

 かかりつけ歯科医機能をより一層推進する観点から、平成 30年診療報酬改定では、かか

りつけ歯科医機能強化型歯科診療所の見直しや、かかりつけ医との情報共有・連携の評価

が行われました。 

 

■かかりつけ歯科医機能評価の充実 

 

１│かかりつけ歯科医機能評価の充実     
 
 
 
 

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所とは 
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 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所に通院中の患者が当該歯科診療所を選んだ理由

としては、「信頼している歯科医師がいるから」が最も多く、次いで「歯科医師や職員の感

じがよいから」「かかりつけの歯科診療所だから」「むし歯や歯周病の定期的な管理をして

くれるから」が挙げられました。 

 かかりつけ歯科医やかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所としての専門性や医療機関

との連携等の一般への浸透が、徐々に進んでいることがわかります。 

 また、医療機関としての患者サービス向上も重要なポイントだといえます。 

 

■かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所を選択した理由 

 

 

 

 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所としての基準は、より専門性が高く、地方厚生

局へ様々な施設基準を提出し、過去の臨床件数も求められています。 

 歯科訪問診療においても、自院での取り組み、もしくは在宅療養支援歯科診療所との連

携が必要です。 

 また医科医療機関との連携も必要であり、保険医療機関との事前の連携体制が確保され

ていることが基準となっています。 

 患者にとって安全・安心な歯科医療環境提供のため、装置・器具等の整備が必要です。 

３│かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の基準     
 
 
 
 

２│かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所が選択される理由     
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■かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の基準 

①歯科医師を複数名配置、または歯科医師及び歯科衛生士をそれぞれ１名以上配置する。 

②過去１年間に歯周病安定期治療（Ⅰ）または歯周病安定期治療(Ⅱ)をあわせて 30 回以上算定する。 

③過去１年間にフッ化物歯面塗布処置、または歯科疾患管理料のエナメル質初期う蝕管理加算をあわせて

10 回以上算定する。 

④クラウン・ブリッジ維持管理料の届出をする。 

⑤歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準の届出をする。 

⑥過去１年間に歯科訪問診療１もしくは歯科訪問診療２の算定回数、または連携する在宅療養支援歯科診

療所１もしくは在宅療養支援歯科診療所２に依頼した歯科訪問診療の回数があわせて５回以上ある。 

⑦過去 1 年間に診療情報提供料または診療情報連携共有料をあわせて５回以上算定している実績がある。 

⑧歯科疾患の重症化予防に資する継続管理に関する研修（口腔機能の管理を含むものであること）、高齢者

の心身の特性及び緊急時対応等の適切な研修を修了した歯科医師が 1 名以上在籍している。 

なお、既に受講した研修が要件の一部を満たしている場合には、不足する要件を補足する研修を受講す

ることでも差し支えない。 

⑨診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医療機関との事前の連携体制が確保

されている。ただし医科歯科併設の診療所にあっては、当該保険医療機関の医科診療科との連携体制が

確保されている場合は、この限りではない。 

⑩歯科訪問診療を行う患者に対し、迅速に歯科訪問診療が可能な歯科医師をあらかじめ指定するとともに、

当該担当医名、診療可能日、緊急時の注意事項等について、事前に患者または家族に対して説明の上、

文書で提供している。 

⑪⑧の歯科医師が、以下の項目のうち３点以上に該当する。 

 

・過去１年間に、居宅療養管理指導を提供した実績。 

・地域ケア会議に年１回以上出席。      ・介護認定審査会の委員の経験。 

・在宅医療に関するサービス担当者会議や病院、介護保険施設等で実施される多職種連携に係る会議等 

に年１回以上出席。 

・過去１年間、栄養サポートチーム等連携加算１または栄養サポートチーム連携加算２を算定した実績。 

・在宅医療または介護に関する研修を受講。   ・自治体が実施する事業への協力。 

・過去１年間に、退院時共同指導料１、退院時共同指導料２、退院前在宅療養指導管理料、在宅患者連 

携指導料または在宅患者緊急時等カンファレンス料を算定した実績。 

・認知症対応力向上研修等、認知症に関する研修を受講。 

・学校校医等に就任。 

・過去１年間に、歯科診療特別対応加算または初診時歯科診療導入加算を算定した実績。 

 

⑫歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の切削や義歯の調整、歯冠補綴物の調整時等に飛散する

細かな物質を吸引できる環境を確保する。 

⑬患者にとって安心で安全な歯科医療環境の提供を行うにつき次の十分な装置・器具等がある。 

・自動体外式除細動器（ＡＥＤ）    ・経皮的酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター） 

・酸素供給装置            ・血圧計 

・救急蘇生キット           ・患歯科用吸引装置 
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■参考資料 

 厚生労働省ホームページ：中医協審議会 在宅医療（その１） について 

             中医協審議会 歯科医療について 

             平成 30年度診療報酬改定の概要 

             令和２年度診療報酬改定の基本方針（案） 

             診療報酬の算定方法の一部を改正に伴う実施上の留意事項 
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